別記様式第11号（第８条関係）
　　令和　　年　　月　　日

　長崎県知事　平田　研　　様

住所
名称
代表者名

令和８年度長崎県海業で稼ぐ漁村の活力創出事業費補助金に係る
仕入れに係る消費税等相当額報告書

　令和　　　年　　月　　日付８漁第　　号で交付決定を受けた令和８年度長崎県海業で稼ぐ漁村の活力創出事業費補助金（海業実施体制確保・強化支援事業 ・ 海業PR等支援事業）に係る仕入れに係る消費税等相当額報告書について、長崎県海業で稼ぐ漁村の活力創出事業費補助金実施要綱第８条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．補助事業者の区分（ア～キのいずれか該当する区分のチェック欄に○）
	
	区分
	チェック欄

	ア
	消費税の申告義務がない。
	

	イ
	簡易課税方式により申告している。
	

	ウ
	特定収入割合が５％を超えている。
	

	エ
	補助金の使途が全て非課税仕入れに該当する。
	

	オ
	補助対象経費に係る消費税を個別対応方式において「非課税売上のみに要するもの」として申告している。
	

	カ
	上記ア～オのいずれにも該当しない。
	


　
２．補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第１５条に基づく額の確定額
金　　　　　　　　　　　　円

３．消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　（要返納相当額）
金　　　　　　　　　　　　円

注）その他参考となる資料（消費税等確定申告書の写し及びその添付書類（補助金等に係るもの））を添付すること。【発行責任者及び担当者】
　発行責任者　○○　○○　（連絡先：○○○-○○○-○○○○）
　発行担当者　△△　△△　（連絡先：○○○-○○○-○○○○）

